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翻訳
ドイツ親権法規定（仮訳）
岩志和一郎
前注
　本稿は、ドイツの現行親権法規定にあたる、ドイツ民法典（BGB）第4
編「家族法」第2章「血族」第5節「親の配慮」の諸規定（第1626条ない
し第1698条b）を邦訳したものである。
　1896年制定のBGB親権法規定は、嫡出子について父を単独親権者とす
るとともに、法律上父子関係が認められていなかった非嫡出子についても
母には親権を認めず、子の代理には後見人を置き、また内容的にも、家父
長制的、支配権的色彩を強く残していた。このような親権法規定は、第2
次世界大戦後、1957年の「男女同権法」、1969年の「非嫡出子法」などに
よって、男女あるいは嫡出子と非嫡出子の平等という観点から見直され、
改正されてきた。なかでも、親権法を集中的に取り上げた1979年7月18日
の「親の配慮の権利の新たな規制に関する法律Gesetz　zur　Neuregelung
des　Rechts　der　elterlichen　Sorge」（BGB1．1979，1，10611980年1月1日施
行）による改正は、親権制度を、子の福祉を指導理念とする、自立した個
人へと成長する子の保護と補助のための制度へと、根本から転換させた。
そのことは、同法が、制定以来の「親権elterliche　Gewalt」という用語
（概念）に代えて、「親の配慮elterliche　Sorge」という用語を用いたこと
に、如実に示されている。
　しかし、この改正以後も、子の権利という考え方の拡がり、嫡出子と非
嫡出子の完全な差別撤廃といった観点から親子法の見直し作業は進めら
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れ、ついに、1997年12月16日の「親子関係法の改正のための法律Gesetz
zur　Reform　des　Kindschaftsrechts（親子関係法改正法Kindschaftsrechts－
reformgesetz）」（BGB1．1997，1，284611998年4月1日施行）は、嫡出子と非
嫡出子という概念区分を廃止し、その上に立ってBGB親子法規定の大規
模な改正を行った。本邦訳で取り上げた「親の配慮」に関する諸規定もそ
の多くが、同法によって改正されたものである。この親子関係法改正法の
意義と全体像については、すでに別稿（rドイツの新親子法」（上）戸籍時報
493号2頁、（中）同495号17頁、（下）496号26頁）で概説しているので、
そちらを参照していただきたい。ただこの概説と、本邦訳では若干訳語が
異なっている。例えば、elterliche　Sorgeという用語も、概説では「親の
監護」としていたのを、本邦訳では「親の配慮」と改めた。もちろん、ド
イツの親権制度の本質の転換を理解してさえいれば、訳語もストレートに
「親権」としてもよいのかもしれない。未だ迷いを拭い切れない翻訳で、
仮訳の域を出ない。訳語や文脈の理解に問題があれば、ご指摘を乞う次第
である。
　親権法の分野では、親子関係法改正法による改正の後も、小規模ながら
重要な改正がなされている。ひとつは、1998年8月25日の「未成年者の責
任の限定に関する法律Gesetz　zur　Beschrankmg　der　Haftung　Minder－
jahriger（未成年者責任限定法　Minderjahrigenhaftungsbeschrankungs－
gesetz）」（BGBI．1998，1，2487；1999年1月1日施行）による第1629条aの新
設であり、いまひとつは、2000年11月2日の「教育からの暴力の排除と子
の扶養法の改正に関する法律　Gesetz　zur　Achtung　der　Gewalt　in　der
Erziehung　und　zur　Andemng　des　Kindesunterhaltsrechts」　（BGBI．2000，
1，147912001年1月1日施行）による第1631条第2項の改正である。本邦訳
は、これら新たな改正条文を含め、2001年1月1日現在のBGB規定に基
づ’いて翻訳してある。条文には見出しを付すとともに、親子関係法改正法
によって改正された部分について、コメント（部分改正については、改正部
分に下線を付してある）をつけた。なお、コメント中、「世話法」とあるの
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は、1990年9月12日の「成年者に対する後見および保護の法の改正に関す
る法律　Gesetz　zur　Reform　desRechtsderVomundschaftundPfleges－
chaft　fUr　Volljahrige（世話法Betreuungsgesetz）」（BGBI．1990，1，2002）、
「補佐法」とあるのは1997年11月4日の「法定官庁保護の廃止と補佐の法
の新設に関する法律　Gesetz　zur　Abschaffung　der　gesetzlichen　Amtsp－
flegeschaft　und　Neuordnung　des　Rechts　der　Beistandschaft（補佐法
Beistandschaftsgesetz）」（BGBI．1997，1，2846）のことである。
　1979年の配慮権法については、石川稔・門広乃里子「西ドイツの新監護
権法一親の監護の権利の新規制に関する法律（仮訳）」ジュリスト747号
118頁以下がある。また、親子関係法改正法については、草案段階での翻
訳、解説として、岩志和一郎「ドイツ『親子関係法改正法』草案の背景と
概要」早稲田法学72巻4号37頁（1997）、渡邉泰彦「ドイツ親子法改正の
政府草案について（1）」同志社法学253号285頁（1997）、同（2・完）同
志社法学254号267号（1998）、ライナー・フランク「ドイツ親子法改正の
最近の展開」家族〈社会と法＞13号（1998）1頁（松崎真澄訳）がある。
条文訳
第5節　親の配慮（Elterliche　Sorge）
第1626条〔下線部変更・第3項新＝親の配慮、子の自立の考慮〕
　（1）1父母は、未成年の子のために配慮する義務を負い、権利を有する
（親の配慮）。2親の配慮は、子の身上に関する配慮（身上配慮）と子の財産
に関する配慮（財産配慮）とを含む。
　（2）1子の世話と教育にあたり、父母は、自立し、かっ責任を意識した
行動のための子の能力の増大と欲求の増大を考慮する。2父母は、子の発
達段階に照らして適切である限りにおいて、親の配慮の問題を子と協議
し、合意に努める。
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　（3）1父母双方との交流（Umgang）は、原則として子の福祉のために必
要である。2子が結びつきを有する他の者との交流についても、その結び
つきの維持が子の発達にとって有益であるときには、同様である。
第1626条a〔新＝婚姻関係にない父母の親の配慮〕
　（1）子の出生時に父母が相互に婚姻していないときは、次のいずれかの
場合に、父母は共同で親の配慮を有する。
　1．父母が配慮を共同で引き受けることを希望する旨意思表示するとき
（配慮表明Sorgeerklarung）。
　2．父母が相互に婚姻をするとき。
　（2）前項以外の場合には、母が親の配慮を有する。
第1626条b〔新＝配慮表明〕
　（1）条件または期限を付した配慮表明は無効である。
　（2）配慮表明は子の出生前においても行うことができる。
　（3）配慮表明は、すでに第1671条、第1672条によって親の配慮に関する
裁判が行われているとき、または第1696条第1項によってその裁判が変更
されているときには、無効である。
第1626条c〔新1父母による表明、同意要件〕
　（1）父母は、自らでのみ配慮表明を行うことができる。
　（2）1行為能力を制限された父母の一方の配慮表明には、その法定代理
人の同意を必要とする。2前文の同意は、法定代理人が自らでのみ行うこ
とができる；第1626条b第1項および第2項が準用される。3家庭裁判所
は、配慮表明が行為能力を制限された父母の一方の福祉に反しないときに
は、その父母の一方の申立に基づき、法定代理人の同意を補充することが
できる。
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第1626条d〔新＝形式〕
　（1）配慮表明および同意は、公証されなければならない。
　（2）公証機関は、社会法典第8編第58条aによる情報提供を目的とし
て、社会法典第8編第87条c第6項第2文によって管轄を有する少年署に
対し、配慮表明および同意が行われたことを、子の出生地ならびに子が出
生登録のときに称していた氏を示して、遅滞なく通知する。
第1626条e〔新＝無効〕
　配慮表明および同意は、前四条の規定の諸要件を満たさないときに限
り、無効である。
1627条〔親の配慮の行使）
　1父母は、自己の責任と相互的な協力によって、子の福祉のために、親
の配慮を行使しなければならない。2意見が異なる場合には、父母はその
一致に努めなければならない。
第1628条〔下線部変更、第2項廃止＝父母の一方への決定権の委譲〕
　1父母が親の配慮の個々の事務または一定種類の事務について合意でき
ない場合において、それを取り決めることが子にとって重大な意義を有す
るときは、家庭裁判所は、父母の一方の申立に基づき、父母の一方にその
決定を委ねることができる。2決定を委ねるに当たり、制限または負担を
付することができる。
第1629条〔下線部変更（第2項3文後段は補佐法により挿入）＝子の代理〕
　（1）1親の配慮は子の代理を含む。2父母は共同して子を代理する；子に
対して意思表示が行われるときには、父母の一方に対して行われれば足り
る。3父母の一方は、その者が単独で親の配慮を行使するとき、または第
1628条によって決定が委ねられているときにかぎり、単独で子を代理す
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る。4遅滞すると危険がある場合には、父母はいずれも、子の福祉のため
に必要なすべての法的行為を行う権限を有する；父母の他方は遅滞なく通
矢日されな1ナれば噛ならない。
　（2）1父および母は、第1795条により後見人が子の代理をすることが認
められない範囲においては、子を代理することができない。2父母が共同
して子に対する親の配慮を有しているときには、子を保護下に置いている
父母の一方は、他方に対し、子の扶養請求権を主張することができる。
3家庭裁判所は、第1796条により、父および母から代理権を剥奪すること
ができる；前段は父子関係の確認については適用されない。
（3）1子の父母が相互に婚姻している場合には、父母が別居していると
き、または父母の間に婚姻事件が係属しているときに限り、父母の一方
は、他方に対し、自己の名においてのみ、子の扶養請求権を主張すること
ができる。2父母の一方が得た裁判所の裁判および父母の間で締結された
裁判上の和解は、利益になると否とに関わらず、子に効力が及ぶ。
第1629条a〔未成年者責任限定法により新設；未成年者の責任の限定〕
　（1）1父母がその法定代理権の範囲内で、またはその他の代理人がその
代理権の範囲内で、子に対する効力を有する法律行為もしくはその他の行
為によって負った債務の責任、または未成年の間に死亡を原因として取得
したことに基づいて成立した債務の責任は、成年に到達した時に存在する
財産の現在高に限定される；未成年者が第107条、第118条または第111条
によりその父母の同意を得て行った法律行為から生じた債務、または父母
が後見裁判所の許可を得た法律行為から生じた債務についても、同様であ
る。2成年に到達した者が責任の限定を援用するときには、相続人の責任
について適用される第1990条、第1991条が準用される。
　（2）第1項は、未成年者が第112条により権限を与えられていた限りで、
独立の生業の経営から生じた債務、および未成年者の個人的な必要の充足
にのみ向けられた法律行為から生じた債務については、適用されない。
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　（3）共同債務者および共同責任者に対する債権者の権利、ならびに債権
のために設定された担保または担保の設定を確保する仮登記から生ずる債
権者の権利は、第1項によって影響を受けない。
　（4）1成年に到達した共同相続人または組合の構成員が成年到達後3ヶ
月以内に遺産の分割を求めず、または組合の解約告知を行わなかったとき
には、それらの関係を原因として生じた債務は成年到達後に生じたという
推定は疑われる；前段の規定は、成年に到達した商店の所有者が、成年到
達後3ヶ月以内に営業を中止しなかったときについても準用される。2第
1文に挙げた要件のもとでは、さらに、成年に到達した者の現在の財産は
成年到達の時にすでに存在したものと推定される。
第1630条〔下線部変更：保護人の選任と親の配慮の制限、家庭養育〕
　（1）親の配慮は、子の事務のうち、保護人（Pfleger）が選任されたもの
には及ばない。
　（2）保護人が身上配慮または財産配慮を有している場合において、父母
と保護人が子の身上ならびに財産に関する事務について合意できないとき
は、家庭裁判所が裁判する。
　（3）1父母が子を相当長期問家庭養育（Familienpflege）に出すときに
は、家庭裁判所は、父母または養育人（Pflegeperson）の申立に基づき、
親の配慮の諸事務を養育人に委託することができる。2養育人の申立に基
づく委託には、父母の同意を必要とする。3委託された範囲において、養
育人は保護人の権利を有し、義務を負う。
第1631条〔下線部変更、さらに第2項は暴力排除法により変更＝身上監護
の内容、教育的処置の制限〕
　（1）身上配慮は、とくに子を養育し、教育し、監督し、またその居所を
指定する義務と権利を含む。
　（2）1子は暴力によらずに教育される権利を有する。2体罰、精神的侵害
　232　早法76巻4号
およびその他の屈辱的な処置は許されない。
（3）家庭裁判所は、相当な場合には、申立に基づき、身上配慮の行使に
ついて父母を支援しなければならない。
第1631条a〔第2項廃止＝専門教育および職業〕
　1専門教育および職業に関する事務については、父母はとくに子の適性
および性向を考慮する。2確信が持てない場合には、教師または他の適切
な者の助言が求められなければならない。
第1631条b〔下線部変更＝子の収容〕
　1自由の剥奪をともなう子の施設収容は、家庭裁判所の許可によっての
み許容される。2危険に猶予がないときに限り、前文の許可なしに、施設
収容が許容される；許可は遅滞なく追完されなければならない。3子の福
祉のために施設収容が必要でなくなったときには、裁判所は許可を撤回し
なければならない。
第1631条c〔世話法により新設＝不妊処置〕
　1父母は子の不妊処置について事前の同意を行うことができない。2子自
身もまた、不妊処置に事前の同意を与えることができない。3第1909条は
適用されない。
第1632条〔下線部変更＝子の引渡し請求、交流の決定、養育人からの引き
離し〕
　（1）身上配慮は、子を父母または父母の一方に違法に引き渡さない者に
対して、子の引き渡しを求める権利を含む。
　（2）身上配慮はさらに、第三者に対しても、その利益になると否とにか
かわらず、有効に子の交流を決定する権利を含む。
　（3）第1項または第2項の事務に関する争いについては、父母の一方の
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（4）子が相当長期期間家庭養育で生活してきている場合において、父母
が養育人から子を引き離すことを希望するときは、引き離しによって子の
福祉が危険にさらされると思われる場合に限り、家庭裁判所は職権または
養育人の申立に基づき、子を養育人のもとに留めることを命ずることがで
壷。
第1633条〔婚姻による身上配慮の制限〕
　現に婚姻している未成年者または過去に婚姻していたことのある未成年
者に対する身上配慮は、身上の諸事務の代理に限定される。
第1634条〔廃　止〕
第1635条～第1637条　　廃　止
第1638条〔財産配慮の制限〕
　（1〉子が死亡を原因として取得した財産または生前処分によって子に無
償で供与された財産については、被相続人が終意処分により、また供与者
が供与に際して父母が当該財産を管理してはならない旨定めていたときに
は、財産配慮は及ばない。
　（2）子が前項の財産に属する権利に基づいて取得したもの、その財産に
属する物の滅失、殿損もしくは追奪の補償として取得したもの、またはそ
の財産に関する法律行為によって取得したものについて、父母は同様に管
理することはできない。
　（3）終意処分によって、または供与に際して、父母の一方が財産を管理
してはならない旨定められているときには、父母の他方がこれを管理す
る。この範囲においては、この者が子を代理する。
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第1639条〔第1項2文廃止：第三者の決定による財産配慮の制限〕
　（1）子が死亡を原因として取得したもの、または生前処分によって子に
無償で供与されたものについては、父母は終意処分によって、または供与
に際して行われた指示に従って管理しなければならない。
　（2）第1803条第2項、第3項が後見人に許容している限りにおいて、父
母は前項の指示に従わないことができる。
第1640条〔下線部変更・第4項廃止：財産目録の調整義務〕
　（1）1父母は、自己の管理下にある、子が死亡を原因として取得した財
産の目録を調製し、その目録に正確かつ完全であることの保証を付したう
え、これを家庭裁判所に提出しなければならない。2子がその他死亡を原
因として取得した財産、扶養に代えて供された補償金および無償の供与に
ついても同様である。3家財については総額の申告で足りる。
　（2）次のいずれかの場合には、第1項は適用されない。
　1．取得した財産の価額が30，000ドイツマルクを超えないとき
　2．被相続人が終意処分によって、または供与者が供与の際に別異の指
示を行っていたとき
　（3）第1項、第2項に違反して父母が目録を提出しないとき、または提
出された目録が不十分であるときは、家庭裁判所は、管轄官庁もしくは権
限のある公務員または公証人によって目録を調製する旨命ずることができ
る。
第1641条〔贈与の禁止〕
　1父母は子を代理して贈与をすることはできない。2習俗的義務または礼
儀的配慮による贈与は例外とする。
第1642条〔金銭の投資）
　父母は、経費をまかなうために準備しておく必要がない限りにおいて、
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自己が管理する子の金銭を、経済的な財産管理の原則に従って投資しなけ
ればならない。
第1643条〔下線部変更＝許可を必要とする法律行為〕
　（1）第1821条および第1822条第1号、第3号、第5号、第8号ないし第
11号によって後見人が許可を必要とする場合には、父母は子のための法律
行為について家庭裁判所の許可を必要とする。
　（2）1相続または遺贈の放棄ならびに遺留分の放棄についても、前項と
同様とする。2子を単独もしくは他方と共同で代理する父母の一方が放棄
することによってはじめて子への承継が起きるときには、その者が子とな
らんで承継の資格を有していた場合に限り、許可を必要とする。
　（3）第1825条、第1828条ないし第1831条が準用される。
第1644条〔下線部変更＝子への財産の譲渡〕
　父母は、家庭裁判所の許可によってのみ譲渡が許される物を、その許可
なしに、子によって締結された契約の履行または自由な処分のために子に
譲渡することはできない。
第1645条〔下線部変更＝生業〕
　父母は、家庭裁判所の許可なしに、子の名において新しい生業を始めて
はならない。
第1646条〔子の資産による取得〕
　（1）1父母が子の資産によって動産を取得するときには、その取得のと
きから所有権は子に移転する。ただし、父母が子の計算で取得することを
希望しないときには、この限りではない。2前文の規定は、とくに無記名
証券および白地裏書が付された指図証券についても適用される。
　（2）第1項の諸規定は、父母が子の資産によって同項に掲げられた種類
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の物に関する権利、または譲渡にっき譲渡契約のみで十分とされる他の権
利を取得する場合に準用される。
第1647条　　廃　止
第1648条〔支出の補償〕
　父母が身上配慮または財産配慮の行使に際して、事情に照らして必要と
認められる支出をするときには、父母は、その支出が父母自身の負担に属
するものでない限り、子に対してその補償を請求することができる。
第1649条〔子の財産からの収入の使用〕
　（1）三財産の通常の管理のために必要とされない子の財産からの収入は、
子の扶養のために使用されなければならない。2財産的収入が十分でない
ときに限り、子が自己の労働によって、または第112条により子に許容さ
れている生業を独立して経営することによって取得する収入が使用される
ことができる。
　（2）1父母は、当事者の財産の状態および収入の状態を考慮して公平に
合致する限りにおいて、財産の通常の管理および子の扶養のために必要と
されない財産からの収入を、父母自身の扶養および子の未成年の婚姻して
いない兄弟姉妹の扶養のために使用することができる。2前文の権限は子
の婚姻締結によって消滅する。
第1650条～第1663条　　廃　止
第1664条〔父母の責任〕
　（1）父母は親の配慮の行使に際し、子に対して、自己の事務に払うのを
通常とする注意についてのみ責任を負う。
　（2）損害について父母の双方に責任があるときは、父母は連帯債務者と
ドイツ親権法規定（仮訳）（岩志）　　237
して責を負う。
第1665条　　廃　止
第1666条〔新＝子の福祉の危険〕
　（1〉親の配慮の濫用的行使、子の放置、父母の責に帰すべからざる無能
または第三者の行為によって、子の身体的、精神的もしくは情緒的福祉ま
たは財産が危険にさらされる場合において、父母が危険を防止しようとし
ないとき、または危険を防止できる状態にないときには、家庭裁判所は危
険の防止のために必要な処置を行わなければならない。
　（2）財産配慮を有する者が子に対する扶養義務もしくは財産配慮に関連
する諸義務に違反しているとき、または財産配慮に関する裁判所の命令に
従わないときには、通常子の財産が危険にさらされているとみなされる。
　（3）裁判所は、親の配慮を有する者の意思表示を補充することができ
る。
　（4）身上配慮の事務について、裁判所は第三者に対する効力を有する処
置も行うことができる。
第1666条a〔父母の家庭からの子の引き離し、身上配慮の全面的剥奪〕
　（1）父母の家庭からの子の引き離しをともなう処置は、公的援助を含
め、他の方法では危険を回避することができないときに限り、許容され
る。
　（2）身上配慮は、他の処置では効果がないとき、または他の処置では危
険の回避のために不十分とみられるときに限り、その全部を剥奪されるこ
とが許される。
第1667条〔第1項廃止第2～4項繰り上がり・第5項廃止・第6項繰り上
がり・下線部変更＝子の財産の危険〕
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　（1）1家庭裁判所は、父母に子の財産の目録の提出、および管理費用の
計算書の提出を命ずることができる。2父母は、目録に正確かっ完全であ
ることの保証を付さなければならない。3提出された目録が不十分なとき
には、家庭裁判所は、管轄官庁もしくは権限を有する公務員または公証人
によって目録を調製する旨命ずることができる。
　（2）1家庭裁判所は、子の金銭を一定の方法で投資すること、またその
引き出しには家庭裁判所の同意を必要とすることを命ずることができ
る。2子の財産に有価証券、貴重品または連邦もしくは州に対する公債が
あるときには、家庭裁判所は、子を代理する父母の一方に、第1814条ない
し第1816条、第1818条によって後見人に負わされると同様の義務を課する
ことができる；第1819条、第1820条が準用される。
　（3）1家庭裁判所は、子の財産を危険にさらす父母の一方に、その管理
下にある財産のための担保の提供を課することができる。2担保提供の種
類と範囲は、家庭裁判所がその裁量により定める。3担保の設定および廃
止にあたっては、子の協力は家庭裁判所の命令によって代行される。4担
保の提供は、1666条1項により財産配慮の全部または一部が剥奪されるこ
とによってのみ、強制されることが許される。
　（4）命じられた処置の費用は、その処置の原因を作った父母の一方が負
担する。
第1668条、第1669条　　廃　止
第1670条〔廃止〕
第1671条〔新＝共同の親の配慮と別居〕
　（1）共同で親の配慮を有している父母が一時的にではなく別居している
ときには、父母はいずれも、自己に親の配慮または親の配慮の一部を単独
で委ねるように、家庭裁判所に申し立てることができる。
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　（2）前項の申立は、次のいずれかの場合に限り、認容される。
　1．父母の他方が同意したとき。ただし、子が満M歳に達し、かつその
委譲に反対している場合はこの限りでない。
　2．共同配慮の取りやめおよび申立人への委譲が、子の福祉に最も良く
合致すると予想されるとき。
　（3）親の配慮が他の諸規定に基づき別途取り決められなければならない
ときには、申立は認容されない。
第1672条〔新＝母による親の配慮と別居〕
　（1）1父母が一時的にではなく別居しており、かつ第1626条a第2項に
よって母が親の配慮を有するときには、父は母の同意を得て、自己に親の
配慮または親の配慮の一部を単独で委ねるように家庭裁判所に申し立てる
ことができる。2前文の委譲が子の福祉に役立つときには、その申立は認
容される。
　（2）1第1項による委譲が認容されている場合において、子の福祉に反
しないときは、家庭裁判所は、他方の同意を得た父母の一方の申立に基づ
き、父母が共同で親の配慮を有することを決定することができる。2前文
は、第1項による委譲が再び廃止されたときにも，その限りで適用され
る。
第1673条　〔法律上の障碍と親の配慮の停止〕
　（1）父母の一方が行為無能力であるときには、その者の親の配慮は停止
する。
　（2）1父母の一方の行為能力が制限されているときにも、前項と同様で
ある。2子に対する身上配慮は、子の法定代理人とならんでその父母の一
方に帰属する；この父母の一方は子の代理について権限を有しない。3後
見人または保護人が子の法定代理人である場合において、意見が異なると
きには、未成年者である父母の一方の意見が優先する；その他の場合に
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は、第1627条第2文および第1628条が適用される。
第1674条〔下線部変更＝事実上の障碍と親の配慮の停止〕
　（1）家庭裁判所が父母の一方が相当長期間親の配慮を事実上行使するこ
とができないと確認したときには、その者の親の配慮は停止する。
　（2）家庭裁判所が停止の理由がすでに存しないと確認したときには、親
の配慮は復活する。
第1675条〔停止の効果〕
　親の配慮が停止している間は、父母の一方はこれを行使する権限を有し
ない。
第1676条　　廃　止
第1677条〔父母の一方の死亡宣告〕
　父母の一方が死亡の宣告を受け、または失踪法の諸規定に従ってその死
亡時が確定されるときには、死亡の時点と見なされる時点をもって、その
者の親の配慮は終了する。
第1678条〔下線部変更＝事実上の障害および停止と単独行使〕
　（1）父母の一方が事実上親の配慮を行使することができないとき、また
は親の配慮が停止しているときには、父母の他方が単独で親の配慮を行使
する；このことは、第1626条a第2項、第1671条または第1672条第1項に
よって父母の一方が親の配慮を単独で有していたときには、適用されな
いo
　（2）第1626条a第2項によって父母の一方が単独で有していた親の配慮
が停止され、かつ停止の原因が除去される見込みがない場合において、子
の福祉に役立つときは、家庭裁判所は親の配慮を父母の他方に委ねなけれ
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ばならない。
第1679条　　廃　止
第1680条〔新＝父母の一方の死亡〕
　（1）父母が共同で親の配慮を有している場合において、その一方が死亡
したときは、親の配慮は生存している父母の他方に帰属する。
　（2）1第1671条または第1672条第1項によって親の配慮を単独で有して
いた父母の一方が死亡した場合において、子の福祉に反しないときは、家
庭裁判所は生存している父母の他方に親の配慮を委ねなければならな
い。2第1626条a第2項によって母が単独で親の配慮を有していた場合に
おいて、子の福祉に役立つときは、家庭裁判所は父に親の配慮を委ねなけ
ればならない。
　（3）親の配慮を父母の他方と共同で有していた父母の一方、または第
1626条a第2項によって単独で有していた父母の一方が親の配慮を剥奪さ
れたときには、第1項および第2項第2文が準用される。
第1681条〔新＝父母の一方の死亡宣告〕
　（1）父母の一方の親の配慮が、その者が死亡宣告を受け、または失踪法
の諸規定により死亡の時が確認されたことによって終了したときには、第
1680条第1項および第2項が準用される。
　（2）前項の父母の一方がなお生存している場合において、子の福祉に反
しないときは、家庭裁判所は、申立に基づき、第1677条によって決定され
た時点より前に有していた範囲において、その者に親の配慮を委ねなけれ
ばならない。
第1682条〔新＝居所指定権を有する父母の一方による子の引き離し〕
　1子が相当長期間父母の一方およびその配偶者とともに一つの家庭で生
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活をしてきた場合において、第1678条、第1680条、第1681条によって子の
居所を単独で決定することができるようになった父母の他方が子を当該配
偶者のもとから引き離すことを希望するときは、家庭裁判所は職権または
当該配偶者の申立に基づき、引き離しによって子の福祉が危険にさらされ
るときに限り、子を当該配偶者の下に留めることを命ずることができ
る。2子が相当長期間父母の一方および第1685条第1項によって交流権を
有する成年者とともに一つの家庭で生活をしてきているときには、第1文
が準用される。
第1683条〔第4項廃止・下線部変更＝再婚と財産目録〕
　（1）子の父母が相互に婚姻していない場合、またはもはや婚姻関係にな
い場合において、財産配慮を有する父母の一方が第三者と婚姻を締結しよ
うとするときには、その父母の一方は家庭裁判所にその旨を届け出で、自
己の費用で子の財産の目録を調製し、かつ自己と子との間に財産共同関係
が存在する場合には、清算を行わなければならない。
　（2）家庭裁判所は、清算が婚姻締結の後に行われることを許可すること
ができる。
　（3）家庭裁判所はさらに、子の財産上の利益に反しない場合には、清算
の全部または一部を行わないことを許可することができる。
第1684条〔新：子と父母の交流権〕
　（1）子は父母のいずれとも交流する権利を有する；父母はいずれも、子
と交流する義務を負い、かつ権利を有する。
　（2）1父母は、子と父母の他方との関係を害し、または教育を妨げるこ
とはすべて行ってはならない。2前文は、子が他の者の保護の下にあると
きにも準用される。
　（3）1家庭裁判所は、交流の範囲について裁判し、その行使を、第三者
に対しても、詳細に取り決めることができる。2家庭裁判所は、命令によ
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り、関係者に対し、第2項に規定された義務の履行を促すことができる。
　（4）1家庭裁判所は、子の福祉のために必要である限りにおいて、交流
権または交流権に関する以前の裁判の執行を制限し、または排除すること
ができる。2交流権またはその執行を相当長期間もしくは永続的に制限ま
たは排除する裁判は、そうしなければ子の福祉に危険が及ぶときに限り、
下されることができる。3家庭裁判所はとくに、協力する意思のある第三
者が同席する場合に限って交流を許容することを命ずることができる。
4少年援助の担体または団体も第三者たりうる；これらのものは、そのつ
ど、責務を引き受ける個人を決定する。
第1685条〔新1その他の者の交流権〕
　（1）子の福祉に役立つときには、祖父母および兄弟姉妹は、子と交流す
る権利を有する。
　（2）子と相当長期間家庭共同生活をしてきた父母の一方の配偶者または
前配偶者、および子を相当長期間家庭養育してきた者についても同様であ
る。
　（3）第1684条第2項ないし第4項が準用される。
第1686条〔新＝情報請求権〕
　1父母はいずれも、正当な利益がある場合には、子の福祉に反しない限
りにおいて、他方に対し、子の個人的な状況に関する情報を求めることが
できる。2本条の争については、家庭裁判所が裁判をする。
第1687条〔新：別居中の共同の親の配慮と決定権〕
　（1）1共同で親の配慮を有する父母が一時的にではなく別居している場
合において、取り決めることが子にとって著しく重要な諸事務について決
定を行うときには、父母の合意を必要とする。2他方の事前の同意を得て、
または裁判所の裁判に基づ’いて子を普段手もとに置いている父母の一方
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は、日常生活の諸事務について単独で決定する権限を有する。3日常生活
の諸事務についての決定とは、通常は、頻繁に必要となり、かつ子の成長
に大きな変化をもたらすような影響を及ぼさない決定をいう。4普段子を
手もとに置いていない父母の一方は、他方の事前の同意を得て、または裁
判所の裁判に基づいて子を手もとに置いている限りにおいて、事実上の世
話に関する事務について単独で決定する権限を有する。5第1629条第1項
第4文および第1684条第2項第1文が準用される。
　（2）子の福祉のために必要であるときには、家庭裁判所は、第1項第2
文および第4文の権限を制限し、または排除することができる。
第1687条a〔新＝子と生活している配慮権を有しない父母の一方の決定
権〕
　親の配慮を有さない父母の一方が、他方もしくはその他配慮を有する者
の事前の同意を得て、または裁判所の裁判に基づいて子を手もとに置いて
いるときには、第1687条第1項第4文および第5文、第2項が準用され
る。
第1688条〔新＝養育人の決定権〕
　（1）1子が相当長期間家庭養育に出されているときには、養育人は日常
生活の諸事務について決定する権限、およびその種の事務について親の配
慮を有する者を代理する権限を有する。2養育人は、子の労働収入を管理
する権限、および扶養料、保険金、年金ならびにその他の社会的給付を子
のために請求し、管理する権限を有する。3第1629条第1項第4文が準用
される。
　（2）養育人は、社会法典第8編第34条、第35条および第35条a第1項第
2文第3号ならびに第4号による援助の範囲で子の教育と世話を引き受け
た者と同格である。
　（3）1第1項および第2項は、親の配慮を有する者が別段の意思表示を
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するときには適用されない。2家庭裁判所は、子の福祉のために必要であ
るときには、第1項および第2項の権限を制限し、または排除することが
できる。
　（4）第1632条第4項または第1682条による裁判所の裁判に基づいて子を
手もとに置いている者に対しては、家庭裁判所のみが本条に掲げた諸権限
を制限し、または排除することができるという条件付で、第1項および第
3項が適用される。
第1689条～1692条〔補佐法によって廃止〕
第1693条〔下線部変更＝家庭裁判所の介入〕
　父母が親の配慮の行使を妨げられているときには、家庭裁判所は子の利
益のために必要な処置を行わなければならない。
第1694条・第1695条　　廃　止
第1696条〔下線部変更・第2項、第3項一部削除：後見裁判所および家庭
裁判所の命令の変更〕
　（1）後見裁判所ならびに家庭裁判所は、十分な根拠のある、子の福祉に
後まで影響を及ぼす理由から適切である場合には、その命令を変更しなけ
ればならない。
　（2）第1666条ないし第1667条による処置は、子の福祉に対する危険がす
でに存しないときには取り消されなければならない。
（3）第1666条ないし第1667条による処置が相当長期間継続するときに
は、裁判所は適当な周期をもってこれを再審理しなければならない。
第1697条〔新＝家庭裁判所による後見または保護の命令〕
　家庭裁判所の処置を原因として後見または保護が命じられる必要がある
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ときには、家庭裁判所は同時にこの命令を行い、また後見人または保護人
を選任することができる。
第1697条a〔新＝裁判所の決定の基準〕
　他に別段の定めがない限り、裁判所は、本節に規定された諸事務に関す
る手続においては、現実の状況および可能性ならびに関係者の正当な利益
を考慮して、子の福祉に最も良く合致する裁判を行う。
第1698条〔財産の引渡し1釈明〕
　（1）父母の親の配慮が終了もしくは停止したとき、または他の理由から
父母の財産配慮が終了したときには、父母は子に財産を引き渡し、かつ請
求があれば管理について計算書を提出しなければならない。
　（2）子の財産の収益については、父母は、第1649条の諸規定に違反して
その収益を使用したという推定に理由があるときに限り、計算書を提出す
る必要がある。
第1698条a〔親の配慮の終了後の法律行為の続行〕
　（1）1父母は、親の配慮の終了について知り、または知ることを要する
ときまで、子に対する身上配慮および財産配慮に関する法律行為を続行す
ることが許される。2第三者は、法律行為を行う際に終了を知り、または
知ることを要するときには、前文の権限を援用することができない。
　（2）親の配慮が停止しているときは、前項の規定が準用される。
第1698条b〔子の死亡後の法律行為の遂行〕
　親の配慮が子の死亡によって終了したときには、相続人が別途対処をな
しうるまで、父母は遅延によって危険が生ずるおそれのある行為を遂行し
なければならない。
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第1699条～第1704条　　〔廃　止〕
第6節　非嫡出子に対する親の配慮
第1705条～第1711条　　〔廃　止〕
［追記］　　本稿の脱稿後、2001年2月16日に、同性のパートナー同士の生活
共同関係を法的に承認し、法的効果を付与することを目的として、「同性者の共
同体の差別を終結させるための法律：生活共同関係　Gesetz　zur　Beendigung
derDiskriminierunggleichgeschlechtlicherGemeinschaften　l　Lebenspartners－
chaft」が制定された（BGBI．2001，1，266）。この法律の中心は、「登録生活共同
関係に関する法律（生活共同関係法）　Gesetz　Uber　Eingetragene　Lebenspart－
nerschaft（Lebenspartenerschaftgesetz）」の制定であるが、同時に関連諸法律の
改正も行われた。BGBの規定も多数改正されているが、本稿に邦訳した親権法
規定については、以下の三箇所が改正されている。この法律の施行は2001年8
月であるが、参考までに邦訳しておく。
改正箇所
1）第1682条第2文
　「父母の一方および」の後に、「その生活パートナーまたは」という文言を挿入する。
2）　第1685条第2項
　「前配偶者」の後に、「ならびに生活パートナーもしくは以前の生活パートナー」
という文言を挿入する。
3）　第1687条b　（挿入）
　（1）単独で配慮権を有する父母の一方の配偶者で、子の父母でない者は、右の父
母の一方と協力して、子の日常生活の諸事務についての共同決定権を有する。第1629
条第2項第1文が準用される。
　（2）遅滞すると危険がある場合には、前項の配偶者は、子の福祉のために必要な
すべての法的行為を行う権限を有する；配慮権を有する父母の一方は、遅滞なく通知
されなければならない。
　（3）子の福祉のために必要であるときには、家庭裁判所は、第1項の権限を制限
し、または排除することができる。
　（4）　第1項の権限は、夫婦が単に一時的にではなく別居しているときには、存在
しない。
